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第６章 介護保険事業に係る費用と保険料の算出

１ 介護保険事業費の算出

（１）財源構成

介護保険の財源構成は、介護保険法で定められており、被保険者の保険料が ％、

国・県・市による公費負担が ％となっており、第１号被保険者の負担割合は ％、第

２号被保険者の負担割合は ％となります。

なお、公費負担の ％のうち国は ％となっており、そのうち５％は市町村の後期高

齢者（ 歳以上）人口の比率及び所得段階別の構成比に基づき、介護給付費財政調整交

付金（以下「調整交付金」という）として、全国平均で５％交付されます。

負担者

介護給付費 地域支援事業費

施設等 その他
介護予防・日常生

活支援総合事業

包括的支援事業

任意事業

国 ％ ％ ％ ％

国 調整交付金分） ％ ％ ％ ％

県 ％ ％ ％ ％

市 ％ ％ ％ ％

第１号被保険者 ％ ％ ％ ％

第２号被保険者 ％ ％ ％ ％

合計 ％ ％ ％ ％
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（２）介護予防サービス総給付費の推計

■介護予防給付費 （単位：千円）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

ⅰ．介護予防サービス

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護（老健）

介護予防短期入所療養介護（病院等）

介護予防短期入所療養介護（介護医療院）

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具購入費

介護予防住宅改修

介護予防特定施設入居者生活介護

ⅱ．地域密着型介護予防サービス費

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

ⅲ．介護予防支援

合計
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（３）介護サービス総給付費の推計

■介護給付費 （単位：千円）

第９期

令和６年度 令和７年度 令和８年度

ⅰ．介護サービス

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

短期入所療養介護（介護医療院）

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

住宅改修費

特定施設入居者生活介護

ⅱ．地域密着型介護サービス費

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

ⅲ．施設サービス費

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

介護療養型医療施設

ⅳ．居宅介護支援

合計
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（４）地域支援事業費の見込額

（単位：千円）

第９期

合計 令和６年度 令和７年度 令和８年度

地域支援事業費

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援事業（地域包括支援センタ

ーの運営）及び任意事業費

包括的支援事業（社会保障充実分）

（５）保健福祉事業費（市町村特別給付費等）

（単位：千円）

第９期

合計 令和６年度 令和７年度 令和８年度

保健福祉事業費

公募により介護サービス事業所等を新たに指定する際は、圏域別の介護サービス利

用状況等も踏まえ、霧島市高齢者施策委員会等で協議を行います。
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２ 介護保険料の算出

（１）第 号被保険者の所得段階区分

区分 対象者
基準額に対する

負担割合

第１段階

生活保護受給者

世帯全員が市民税非課税の老齢年金受給者

世帯全員が市民税非課税で合計所得金額＋課税年金収入の

合計額が 万円以下

基準額×

（ ）

第２段階
世帯全員が市民税非課税で、合計所得金額＋課税年金収入の

合計が 万円超、 万円以下

基準額×

（ ）

第３段階
世帯全員が市民税非課税で、合計所得金額＋課税年金収入の

合計が 万円超

基準額×

（ ）

第４段階
本人が市民税非課税で、合計所得金額＋課税年金収入の

合計が 万円以下
基準額×

第５段階
本人が市民税非課税で、合計所得金額＋課税年金収入の

合計が 万円超
基準額×

第６段階 本人が市民税課税で、合計所得金額が 万円未満 基準額×

第７段階 本人が市民税課税で、合計所得金額が 万円以上、 万円未満 基準額×

第８段階 本人が市民税課税で、合計所得金額が 万円以上、 万円未満 基準額×

第９段階 本人が市民税課税で、合計所得金額が 万円以上、 万円未満 基準額×

第 段階 本人が市民税課税で、合計所得金額が 万円以上、 万円未満 基準額×

第 段階 本人が市民税課税で、合計所得金額が 万円以上、 万円未満 基準額×

第 段階 本人が市民税課税で、合計所得金額が 万円以上、 万円未満 基準額×

第 段階 本人が市民税課税で、合計所得金額が 万円以上 基準額×

※合計所得金額とは、収入金額から必要経費に相当する金額（収入の種類により計算方法が異なる）を控除した金額のことで、扶

養控除や医療費控除等の所得控除をする前の金額。課税年金収入額とは、国民年金、厚生年金等（遺族年金・障害年金は除く）

の市民税の課税対象となる年金収入額。また、括弧書きは、軽減後の数値。
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（２）第 号被保険者の介護保険料基準額の算定

（単位：円）

第９期

合計 令和６年度 令和７年度 令和８年度

標準給付費見込額

総給付費 財政影響額調整

後

特定入所者介護サービス費

等給付額 財政影響額調整後

高額介護サービス費等給付

額（財政影響額調整後）

高額医療合算介護サービス費

等給付額

算定対象審査支払手数料

地域支援事業費

÷） 予定保険料収納率 ％

÷） 所得段階別加入割合補正後被保険者数 人

÷） か月

＋） 調整交付金調整額 ▲ 円

＋） 保健福祉事業費 円

＋） 準備基金取崩額 ▲ 円

保険料収納必要額 円

標準給付費＋地域支援事業費合計見込額 円

％

第１号被保険者負担分相当額 円

保険料収納必要額 円

標準月額： 円
※準備基金取崩額による軽減額 円

※第８期標準月額 円 △ 円＝
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≪所得段階別保険料額≫

段 階

対象者

保険料

調整率
年 額住民税課税状況

所得等
世帯 本人

第１段階 非課税 非課税

老齢福祉年金の受給者

（ ） （ 円）または生活保護の受給者

課
税
年
金
収
入
と

合
計
所
得
金
額
の
合
計

万円以下

第２段階 非課税 非課税 万円以下 （ ） （ 円）

第３段階 非課税 非課税 万円超え （ ） （ 円）

第４段階 課税 非課税 万円以下 円 標準月額

第５段階 課税 非課税 万円超え 円 円

第６段階 課税

合
計
所
得
金
額

万円未満 円

第７段階 課税 万円未満 円

第８段階 課税 万円未満 円

第９段階 課税 万円未満 円

第 段階 課税 万円未満 円

第 段階 課税 万円未満 円

第 段階 課税 万円未満 円

第 段階 課税 万円以上 円

≪所得段階別被保険者数≫

所得段階
区分

割合
令和 年度

人数

令和 年度

人数

令和 年度

人数

第 段階

第 段階

第 段階

第 段階

第 段階

第 段階

第 段階

第 段階

第 段階

第 段階

第 段階

第 段階

第 段階

計

※端数処理の都合上、計が にならない場合があります

単位：人



各
論

第
６
章

第2部　各論 第6章　介護保険事業に係る費用と保険料の算出

（３）中長期的なサービス水準等の推計

①介護予防サービス等給付費の推計

■介護予防給付費 （単位：千円）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

介護予防サービス

地域密着型介護予防サービス費

介護予防支援

合計

②介護サービス等給付費の推計

■介護給付費 （単位：千円）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

居宅サービス

地域密着型サービス

施設サービス

居宅介護支援

合計

③地域支援事業費の推計

■地域支援事業費 （単位：千円）

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

介護予防・日常生活支援総合事業

包括的支援事業及び任意事業

包括的支援事業（社会保障充実
分）

合計


